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１、科学技術から2040年を展望する未来予測

7月17日、骨太の方針「経済財政運営と改革の基本方針」や「成長戦略実行計画」等の「政

府4計画」が閣議決定され、新聞各紙がその内容を一斉に報道した。新型コロナウイルス対策、

豪雨被害等の防災・減災対策を最重要課題とし、歴史的危機に直面しているとして、思い

きった社会改革をデジタル化や地方分散などによって実行するとしている。

骨太の方針は中長期的な国の大方針を示すもので、民主党政権時を除く約20年にわたって

行われ、今年が17回目となるが、本来の目的である中長期的政策の大方針がわかりにくいと

指摘する新聞論調もある。

コロナ禍によって世界は1930年の大恐慌に次ぐ経済危機にあり、今後10年間は続くとの悲

観的な見解を述べる識者もいるが、コロナ禍以前であっても日本の将来を憂う声は多く、高

齢化や生産人口の減少、逼迫する財政、じわじわと進む経済力の低下、さらには大地震に備

えが言われ、2040年を中長期の政策ターゲットとしていたことからすれば、コロナ禍が加

わったことで一層、待った無しの真剣な取組みを加速せざるを得なくなった、と考えるのが

妥当であろう。

これらの中長期的諸課題に対して、従来から進められてきた政策は「Society5.0」に代表

されるデジタル社会の実現であり、科学技術を駆使しての社会変革であり、2020年の骨太の

方針でもその方向は変わらず、「デジタルニューディール」として一層と強調されている。

中長期の政策ターゲットになっている2040年をどのように展望するかは興味深いが、6月に

出版された文部科学省の「令和2年版科学技術白書」には科学技術の側面からの未来予測が示

されている。ここでは、その内容について、医療分野に焦点を当てながら概説してみたい。

（１） 「令和2年版 科学技術白書」

政府は、科学技術基本法に基づいて科学技術政策を総合的かつ計画的に推進するとして５

年ごとに科学技術基本計画を策定しており、第５期となる計画期間は平成28年度から令和２

年度（2016年～2020年）であり、目指すべき未来社会の姿として、サイバー空間とフィジカ

ル空間の融合により経済・社会的課題を解決し、人々が質の高い生活を送ることのできる人

間中心の社会「Society 5.0」（超スマート社会）を提唱し、世界に先駆けて実現していくこ

とを主眼に取り組んだこの白書は、その年次報告にあたるが、内容は第1部と第2部に分かれ、

全体では283ページに及んでいる。第1部「科学技術が広げる未来社会への可能性と選択肢」

では、4月末までの情報に基づいてではあるが、新型コロナウイルス感染症に対して我が国が

講じている研究開発等の施策を紹介した後、国内外の公的機関や民間の調査機関で行われて

いる未来予測の例を示し、参照しながら 2040年に向けた未来予測について取り上げている。
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第2部は、「科学技術の振興に関して講じた施策」と題して、科学技術政策の展開や新たな

価値創出の取組み、経済・社会的課題、イノベーションの創出等について詳しく述べている。

特に、イノベーションの創出については、基盤の強化、人材・知・資金の好循環システムの

構築、制度の見直しや整備、ベンチャー企業の創出を強化、地域との関係等、幅広く取り上

げている。

（２）科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査」

この白書では、科学技術・学術政策研究所が行った「第11回科学技術予測調査」を基にし

て、2040年の未来社会の姿を描いている。

科学技術予測調査は、科学技術及び科学技術と将来社会との関わりを見通して科学技術基

本計画の立案等を行うとして1971年から約５年ごとに実施され、未来予測の手法であるシュ

ミレーション法、デルファイ法、シナリオ法、スキャンニング法、ビジョニング法など、複

数の手法を組み合わせて行っている。

この「第11回科学技術予測調査」では、 ①科学技術や社会のトレンド把握（スキャニング

法）、②社会の未来像検討（ビジョニング法）、③科学技術の未来像検討（デルファイ法）、

④科学技術の発展による社会の未来像検討（シナリオ法）の４手法を組み合わせて実施がさ

れている。

このうちの「科学技術の発展による社会の未来像検討（シナリオ法では）」では約20名の

専門家及び有識者によるワークショップで「社会の未来像」の検討がなされ、そこから得ら

れた50の社会の未来像と「科学技術の未来像検討」で設定した702の科学技術トピックを基に

して、科学技術発展による未来の社会を描く「基本シナリオ」を作成して、そこから2040年

の姿として「人間性の再興・再考による柔軟な社会」を提示し、四つの象限（無形・個人、

無形・社会、有形・個人、有形・個人）に分けてビジアル化している。

次ページの図2では、、主な科学技術を例示して、それがどのように実現されて未来社会に

つながるかを時間軸も想定しながら展開している。そして、科学技術トピッ クの具体例とと

もに2040年の社会イメージをイラストで紹介したのが次ページ図３になる。

図１ 調査の構造と時間軸
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図2 目指す社会の姿

図3 2040年の社会のイメージ
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２、健康・医療・生命科学分野の未来予測（デルファイ法）

健康・医療・生命科学分野は、7つに大別された分野のうちのひとつで、ここでは、医薬品

（再生・細胞医療製品、遺伝子治療製品を含む）、医療機器開発、老化および非感染性疾患、

脳科学（精神・神経疾患、認知・行動科学を含む）、健康危機管理（感染症、救急 医療、災

害医療を含む）、情報と健康・社会医学、生命科学基盤技術（計測技術、データ標準化等 を

含む）の 7つに細目して、デルファイ法を用いて検討し、科学技術の未来予測としている。

このデルファイ法は、専門家の集団に対して、同一の問いかけを、結果を提示しながら 繰

り返し行うことで意見の収れんを図るというもので、実際には、前回（2015年）調査で用い

た情報を基にして、2050年までを見通して実現が期待される研究開発課題を「科学技術ト

ピックス」として設定し、それらの重要度、国際競争力、実現見通し（実現予測時期）、実

現に向けた政策手段についてアンケートを2回繰り返し実施して多数の専門家から収集し、分

析を行っている。そのアンケート調査の回答者の状況を表１に示す。

この調査結果によって総合的に重要とされたトピックスの上位10位は表2のようであり、こ

のうちに医療機器は2件が含まれ、12位にも「疾患や加齢で衰えた筋骨格系の簡便で安価な機

能補助技術」があり、科学技術トピックス

の平均的重要度は医薬品と同じになる0.93

で、脳科学の1.03に次いで高い。

また、細目別に見た国際競争力の平均指

数でも医療機器開発は医薬品と同じ0.35で

最も大きい。次ページからの実現年表（表

3）では医療機器開発は2025～2027年で9件、

2028～2035年で11件になっている。

表2 健康・医療・生命科学分野の科学技術トピックスの重要度（上位10位）

表1 アンケート回収状況および内訳
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● 健康・医療・生命科学分野の科学技術的実現年表 （表３）
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★印は医療機器関連を示す
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３、大学等が行う産学連携の推進と実施の状況

文部科学省は大学等が行う産学連携の進展状況について調査をして「大学における産学連携

等の実施状況について」の名称で内容を毎年更新して6月に公表している。

（１）民間との共同研究

●研究資金等受入額：

研究資金等受入額（共同研究・受託研究・治験等・知的財産）は、約3,435億円と、前年度

と比べて約146億円増加（4.4％増）。

●民間企業からの研究資金等受入額：

民間企業からの研究資金等受入額（共同研究・受託研究・治験等・知的財産）は、約1,077

億円と、前年度と比べて約117億円増加（12.2％増）し、平成15年度以後、初めて1,000億円

を超えた。このうち、共同研究は、約684億円と研究資金等受入額全体の約63.5％を占め、

全体の伸びを牽引している。
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●民間企業との共同研究：

民間企業との共同研究において、「研究費受入額」は約684億円と、前年度と比べて約76億

円増加（12.5％増）した。また「研究実施件数」は27,389件と、前年度と比べて1,938件増加

（7.6％増）した。受入額・実施件数ともに近年増加傾向にある。1件当たりの受入額は2,498

千円だが、1件当たり1,000万円以上の共同研究に係る受入額は約331億円と、前年度と比べて

約43億円増加（15％増）し、共同研究全体の半数近くを占めている（約48.4％）。

●知的財産：

特許権等の知的財産権による収入額は約59億円と、前年度と比べて約17億円増加（38.6％

増）した。このうち、特許権における収入は約44億円と知的財産権等収入額全体の約74.2％

を占め、全体の伸びを牽引している。

（２）大学発ベンチャーの状況

この資料が示す大学発ベンチャーは、設立数の合計が3097社で、現存するベンチャーは

2473社である。なお、大学等発ベンチャーとは、大学等の教職員・学生等を発明者とする特

許を基に起業した場合、あるいは関係する教職員等が設立者となった場合等を指す、として

いる。

※2014年度から2017年度までの設立数は、前年度調査時点から新たに設立が

把握された企業（上記グラフ緑色部分）が含まれるため、前年度公表値とは

値が異なる。なお、設立から５年程度経過しないと設立状況を把握すること

ができない事例が多いことから、過去５年に遡って 設立状況を把握した。

（図４）大学等発ベンチャーの設立数の推移

大学等発ベンチャーの設立数の推移
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